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1. はじめに

都市社会の発展において，人々の有する知識・情報
が不可欠である．都市社会で行われる相互交流の水準
は，距離に関する２つの概念に依存して決まる．１つ
は地理的距離であり，いま１つは社会的距離である．
相互にやり取りされる知識・情報が高度になれば，対
面交流（face to face communication）がそれらを運
ぶ重要な手段となる．対面交流は交通を伴うため，必
然的にその水準は地理的距離に依存する．また，地理
的距離自体は，交通環境や相互交流を行う主体の立地
パターンなどの都市の空間構造によって内生的に決ま
る性質を持つ．一方，社会的距離とは，相互の信頼性
や必要性，関連性の程度を指す概念である．複雑に入
り組んだ主体間の社会的関連性は社会的ネットワーク
と呼ばれる．地理的距離と社会的距離は，人や企業の
選択を通じて互いに作用を及ぼし合いながら，都市社
会の有り様を決定づける．しかし，これらの背後にあ
るメカニズムや関連性については十分に明らかにされ
ておらず，理論的に解明を行うための基礎的枠組みを
構築する必要がある．
　主体が対面交流水準の決定に加え，社会的ネットワー
クにおけるリンク形成の意思決定を行う状況下におい
て，交通ネットワークの位相幾何学的構造が社会的ネッ
トワークの形成に及ぼす影響を明らかにする．具体的
には，Cabralesら1)の社会的ネットワークを内生化し
たモデルを援用し，織田澤・大平2)の社会的ネットワー
クを考慮した空間相互作用モデルを拡張する．また代
表的な位相幾何学的構造（star型，tree型など）を社
会厚生の観点から比較し，考察する．

2. モデル
(1) モデル概要

n人の主体からなる経済を考える．主体は社会的ネッ
トワーク上の全ての主体とつながっている．本研究で
は，１対１の face to faceによるコミュニケーション行
動 vと，社交的活動 sについて考える．コミュニケー
ション行動 vは交通費用を伴い，各主体の立地パター
ンと交通ネットワークからなる空間構造に依存する．
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社交的活動 sは．主体がどれだけ社交的にふるまうか
によって決定され，人と人のつながりの強度が求まり，
社会的ネットワークの形成を表現する．主体は，つな
がりの強度に応じてコミュニケーション行動を行う．
この静学モデルでは，各主体の立地パターン，その周
囲の交通ネットワークが，社会的ネットワークの形成
及びコミュニケーション行動に与える影響を調べる．
(2) 社会的ネットワークの形成
　社会的ネットワーク g は，N = {1,…, n}, n ≥ 2

の主体で構成され，n次正方隣接行列G = [gij(s)]で
表す．個人の便益はこれらのつながりによる相互作用
の影響を受ける．主体 i と主体 j のつながりの強度
gij(s)は，主体の社交的活動 si,sj によって決定され，
次の式で表される．

gij(s) = ρ(s)sisj (1)

s = (s1, s2,…, sn)，si ≥ 0である．リンクは対称とす
る．よって，gij = gji である．本研究では，セルフ
ループ (i = j)を許すこととする．主体 iのつながり
の強度の総和は，

gi(s) =

n∑
j=1

gij(s) = ρ(s)si

n∑
j=1

sj (2)

であり，gi(s) = siとなるように ρ(s)を設定する．す
なわち社交的活動 siが，主体 iの他の全ての主体との
つながりの強度を決定する．
(3) 個人の行動
　主体 iの効用は，基準財 z及び相手とのコミュニ

ケーションから得られ，効用関数Uiは次式で表される．

Ui(vij , si;v−i, s−i, r)

= zi + ui(vij , si;v−i, s−i, r) (3)

ここで，vij は主体 iから jへのコミュニケーション行
動，v−i は主体 i以外の n − 1人のコミュニケーショ
ン行動を表すベクトルである．また，主体 iの社交的
活動 si，主体 i以外の社交的活動 s−iである．準効用
関数 ui(vij , si;v−i, s−i, r)は自身のコミュニケーショ
ン行動 vij，自身以外の全ての主体のコミュニケーショ
ン行動 v−i，および社会的ネットワーク上の位置関係



gij(s)に依存しており，次の式で表す．

ui(vij , si;v−i, s−i, r) = β
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α(≥ 0), γ(> 0)はパラメータである．各主体はコミュ
ニケーションを行うために各種費用を要する．yを所
得とし，pf を固定費用，tλをリンク λのコミュニケー
ション行動に要する交通費用とすると，予算制約 yiは，
次式のように表される．
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(3)～(5)式を効用最大化問題とし一階条件を解く．こ
こで，bij = β − pf −

∑ϕ
λ=a tλl

od
ij r

λ
od とおく．また，

b̄i =
∑n

k=1 bik/nである．b̄i を主体 iのアクセシビリ
ティと呼ぶ．a(b) = αb̄2/b̄とおくと，均衡解は以下
の式で導かれる．

s = α(b)v2

v[γ − α(b)s] = 1 (6)

3. 数値解析

構築したモデルを用いて，star型の交通ネットワー
クを想定し，集積度の異なる場合について数値解析を
行う．

表–1 集積度による比較

集積度 b̄ b̄2 α(b) v
∑

U v̄

0.154 11908 5.57

5.44 1.6 0.147
5.709 400717 33.9

0.166 12333 6.12

5.96 1.88 0.158
5.241 422920 34.3

0.200 13672 7.52

7.24 2.68 0.185
4.279 430350 34.8

表 1の数値解析結果では，都市X1に集積が進むにつ
れて，アクセシビリティb̄と α(b)が共に大きくなり，
その結果コミュニケーション行動の水準も大きくなる．
しかし，都市X1 とその他の都市のコミュニケーショ
ン行動の水準の比は大きくなることがわかった．

表–2 交通ネットワークによる比較

TN b̄ b̄2 α(b) v
∑

U v̄

1.023 11908 5.57

5.44 1.6 0.147
6.230 400717 33.9

1.023 11765 5.24

5.12 1.50 0.147
6.239 340315 31.9

1.024 11665 4.92

4.80 1.44 0.150
6.095 265525 29.3

次に star型，tree型，tandem型の交通ネットワーク
の場合について数値解析を行う．
表 2の数値解析結果では，アクセシビリティb̄と α(b)

変化は一致しておらず，star型，tree型，tandem型
の順に社会厚生が大きいことがわかった．

4. 結論

本研究では，都市の空間構造により社会的ネット
ワークが内生的に決まるモデルを構築した．コミュニ
ケーション行動と社交的活動の量的水準がアクセシビ
リティb̄と２次平均アクセシビリティα(b)によって求
まり，複数の均衡解が存在することを明らかにした．
今後の課題として社会的最適の導出と実証的分析の可
能性の検証などが挙げられる．
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